
別紙１ 

「放送政策に関する調査研究会」第二次取りまとめ（案）に対する意見募集結果 
 

１ 意見募集期間 平成２５年１２月２７日（金）～平成２６年１月２７日（月） 

 

２ 意見提出件数 ３６件 

 

提出者一覧 

（１）放送事業者等（３１者） 

○ 認定放送持株会社・地上テレビ・ＡＭ放送事業者（１９者） 

朝日放送（株）、（株）アール・エフ・ラジオ日本、（株）サガテレビ、（株）ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ、（株）テレビ朝日、 

（株）テレビ岩手、（株）テレビ金沢、（株）テレビ東京、（株）東京放送ホールディングス、南海放送（株）、（株）ニッポン放送、 

日本テレビ放送網（株）、（株）フジ・メディア・ホールディングス（（株）フジテレビジョンと連名提出）、（株）文化放送、（株）毎日放送、 

（株）宮城テレビ放送、讀賣テレビ放送（株）、（株）和歌山放送 

○ ＦＭ放送事業者（９者） 

（株）ＦＭ８０２、（株）エフエム愛知、（株）エフエム香川、（株）エフエム熊本、（株）エフエム群馬、（株）エフエム山陰、（株）エフエム東京、 

（株）エフエム徳島、広島エフエム放送（株） 

○ 短波放送事業者（１者）：（株）日経ラジオ社  

○ その他放送事業者等（２者） 

（一社）日本民間放送連盟、日本民間放送労働組合連合会 

 

（２）その他（６者） 

個人（６者） 
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３ 提出された意見に対する研究会の考え方 

 

第二次取りまとめ（案）全体に対する意見 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

    全体 ・ 総務省｢放送政策に関する調査研究会｣の第二次取りまとめ

案（以下、本案）で示された「放送の経営基盤の強化に資す

る制度整備」（以下、新たな制度整備）は放送事業者の経営の

選択肢を拡大するため、マスメディア集中排除原則などの規

制を緩和しようとするものであり、新たな制度整備による規

制緩和の方向性に賛成します。 
・ 放送対象地域制度などによって担保されている放送の「地

域性」は、地上ラジオ放送、地上テレビ放送の根幹を成す重

要な役割・要素であり、多メディア・多チャンネル時代にあ

って、その重要性はより増大しています。新たな制度整備を

行うとしても、基幹放送普及計画および基幹放送用周波数使

用計画と整合しない運用は厳に避けるべきです。新たな制度

整備による規制緩和はあくまで特例として扱い、放送対象地

域制度自体の形骸化につながることがないように制度上の措

置が必要だと考えます。 
・ 新たな制度整備が地上テレビ放送を対象としていることは、

唐突の感が否めません。同研究会「第一次取りまとめ」（平成

25 年８月）では、「ラジオの経営基盤の強靭化に関する新た

な制度整備については、…この第一次取りまとめの後、本研

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
 

 

 

 新たな制度の運用に関する御

意見については、放送の経営基

盤の強化に向けた制度を今後具

体化していく上での参考意見と

考えます。 
 

 

 

 

 テレビを新たな制度の対象と

することに関する御意見につい

ては、「①テレビを制度の対象と

することの是非」（14ページ）で
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

究会において引き続き検討を行う」と明記されていました。

また、本案は合計３回（10月 31日、12月６日、12月 26日）

の同研究会会合で短期間にまとめられたもので、この間、放

送事業者への意見聴取は行われていません。新たな制度整備

の詳細を検討するにあたっては、民放ラジオ事業者、民放テ

レビ事業者の意見を十分に汲み上げ、反映していただきたい

と考えます。 
・ 本案の提言を踏まえ、放送法改正や制度整備の検討が想定

されます。本案では新たな制度整備の大枠が示されています

が、新たな認定制度の申請要件、申請項目および審査項目な

どの詳細は不明です。放送事業者の予見可能性を確保し、行

政による恣意的な運用を招かないよう、一定の判断基準など

が示されるべきと考えます。 
・ 今後、新たな制度整備の各段階において、必要に応じて改

めて意見を述べることとします。 
（一般社団法人日本民間放送連盟） 
同旨：株式会社サガテレビ 

述べているとおり、「今後行政に

おいて、(ⅰ)本制度のテレビへ

の適用について制約を設けるこ

とが適切か否か、(ⅱ)仮にそれ

が適切として制度上いかなる方

法によるかについて、利害関係

者からの意見も踏まえつつ、さ

らに検討することが適当であ

る」としているところです。 

 

    全体 ・総務省｢放送政策に関する調査研究会｣の第二次取りまとめ

（案）で示された「放送の経営基盤の強化に資する制度整備」

は放送事業者の経営の選択肢の拡大を図るため、マスメディ

ア集中排除原則などの規制を緩和しようとするものであり、

新たな制度整備の方向性については賛成いたします。 

・一方で、放送の「地域性」は放送制度の根幹であり、新たな

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

 放送の地域性に関する御意見
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

制度整備によって放送対象地域制度自体の形骸化につながる

ことがないように制度上の措置が必要と考えます。 

（株式会社テレビ朝日） 

については、放送の経営基盤の

強化に向けた制度を今後具体化

していく上での参考意見と考え

ます。 

    全体 「放送政策に関する調査研究会」の第二次取りまとめ案で示さ

れた「放送の経営基盤の強化に資する制度整備」は、放送事業

者の経営の選択肢の拡大につながるものであり、制度整備によ

る規制緩和の方向性に賛成します。 

また一方で、放送の地域性は地上放送事業者の重要な役割であ

り、新たな制度整備によって放送の地域性が損なわれることは

避けなければなりません。そのためには、新たな制度整備によ

る規制緩和はあくまで特例として扱い、放送対象地域制度自体

の形骸化につながることのないよう、制度上の措置が必要であ

ると考えます。 

（朝日放送株式会社） 

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

  

放送の地域性に関する御意見

については、放送の経営基盤の

強化に向けた制度を今後具体化

していく上での参考意見と考え

ます。 

    全体 ・ 総務省｢放送政策に関する調査研究会｣の第二次取りまとめ

案（以下、本案）で示された「放送の経営基盤の強化に資す

る制度整備」（以下、新たな制度整備）は放送事業者の経営

の選択肢を拡大するため、マスメディア集中排除原則などの

規制を緩和しようとするものであり、新たな制度整備による

規制緩和の方向性に賛成します。 

・ 放送対象地域制度などによって担保されている放送の「地

域性」は、地上ラジオ放送、地上テレビ放送の根幹を成す重

要な役割・要素であり、多メディア・多チャンネル時代にあ

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

 

 新たな制度の運用等に関する

御意見については、放送の経営

基盤の強化に向けた制度を今後
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

って、その重要性はより増大しています。このようなことか

ら、「地域性」の概念が形骸化しないように、十分に留意し

て制度設計がなされるよう要望します。また、新たな制度整

備の詳細を検討するにあたっては、民放ラジオ事業者、民放

テレビ事業者の意見を十分に汲み上げ、反映していただきた

いと考えます。 

・ 本案の提言を踏まえ、放送法改正や制度整備の検討が想定

されます。本案では新たな制度整備の大枠が示されています

が、新たな認定制度の申請要件、申請項目および審査項目な

どの詳細は不明です。放送事業者の予見可能性を確保し、行

政による恣意的な運用を招かないよう、一定の判断基準など

が示されるべきと考えます。 

（日本テレビ放送網株式会社） 

同旨：株式会社テレビ岩手、株式会社宮城テレビ放送 

具体化していく上での参考意見

と考えます。 

    全体 ・本案で示された新たな制度整備は、放送事業者の経営の選択

肢を拡大するため、各種規制を緩和しようとするものであり、

その方向性に賛成いたします。 

・ただ、制度の現状で触れられている、放送対象地域制度など、

放送の「地域性」は、地上放送ラジオの根幹をなす重要な役

割・要素であり、多メディア・多チャンネル時代にあって、

重要性はより増大しています。新たな制度整備による規制緩

和には賛同いたしますが、基幹放送普及計画（中でも AMラジ

オについては、最低でも NHK2 波と民間放送 1局の受信可能に

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 新たな制度の運用等に関する

御意見については、放送の経営

基盤の強化に向けた制度を今後

具体化していく上での参考意見

と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

すること、とされています）及び基幹放送用周波数使用計画

と整合しない運用は避けるべきで、新制度整備による規制緩

和はあくまで特例として扱い、放送対象地域制度自体の形骸

化につながることがないようにお願いいたします。 

・本案は合計３回という短期間の研究会会合でまとめられまし

た。そのご努力には敬意を表します。ただ、この間、放送事

業者、中でもラジオ事業者への意見聴取は行われていないよ

うです。総務省「放送ネットワークの強靭化に関する検討会」

ではラジオについてその強靭化が検討され、その議論を引き

継ぎ、本研究会が検討をされたと伺っています。新たな制度

整備を検討するに当たっては、民放ラジオ事業者の意見を十

分に汲み上げ、反映していただければと考えます。 

・本案では、新たな制度整備の大枠が示されていますが、新た

な認定制度の申請要件、申請項目及び審査項目などの詳細は

よくわかりません。わたしども放送事業者が将来にわたって

県民に放送を続けていくため経営上の留意点が明確になるよ

うしていただきたいと思います。また、そういうことは考え

にくいのですが、行政による恣意的な運用をまねかないよう、

一定の判断基準などが示されるべきと考えます。 

（株式会社和歌山放送） 

    全体 第二次取りまとめ案は、マスメディア集中排除原則等について

特例を設けることにより放送事業者等の経営の選択肢を広げる

ものとして賛成します。 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

そのうえで、本制度の検討・運用に際しては、経営の合理化の

視点に加え、地方局の株式売却を検討する株主が増加している

実状等を勘案し、放送事業者等の経営基盤及びネットワーク全

体の安定化という視点も含めた規制緩和策となるよう要望しま

す。 

なお、制度の詳細の検討に際しては、放送事業者等の意見を十 

分に聴取し、実際に利用しやすい制度になることを希望します。 

（株式会社フジ・メディア・ホールディングス、株式会社フジ

テレビジョン） 

新たな制度の運用等に関する

御意見については、放送の経営

基盤の強化に向けた制度を今後

具体化していく上での参考意見

と考えます。 

    全体 ・ 多メディア・多チャンネルの時代において、放送事業者、

とりわけラジオ放送事業者を取り巻く経済環境が厳しさを増

す中、その経営の選択肢を拡大するため、新たな制度整備に

より、その規制を緩和することに賛成します。 

 

・ 放送対象地域制度などで担保された放送の「地域性」は、

放送免許に基づく放送の根幹を成す重要な役割・要素であり、

大災害時等の情報伝達手段としても、その重要性は益々増大

しています。新たな制度整備を行うとしても、基幹放送普及

計画および基幹放送用周波数使用計画と整合しない運用は厳

に避けるべきと考えます。新たな制度整備による規制緩和は

あくまで特例として扱い、放送対象地域制度自体の形骸化が

進み、その結果、地域放送の機能喪失につながることのない

ようにすべきと考えます。 

 

・ 新たな制度整備案が地上テレビ放送も対象としていること

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

新たな制度の運用に関する御

意見については、放送の経営基

盤の強化に向けた制度を今後具

体化していく上での参考意見と

考えます。 

 

 

 

 

 

テレビを新たな制度の対象と
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

は、唐突の感が否めません。同研究会「第一次取りまとめ」

（平成25年８月）では、「ラジオの経営基盤の強靭化に関する

新たな制度整備については、…この第一次取りまとめの後、

本研究会において引き続き検討を行う」と明記されていまし

た。地上テレビ放送についての新たな制度整備の検討にあた

っては、更なる検討を重ねると共に、地上テレビ放送事業者

の意見も十分に汲み上げて、反映すべきと考えます。従って、

今回の制度整備案については、地上ラジオ放送を対象として

検討されるべきと考えます。 

（株式会社毎日放送） 

することに関する御意見につい

ては、「①テレビを制度の対象と

することの是非」（14ページ）で

述べているとおり、「今後行政に

おいて、(ⅰ)本制度のテレビへ

の適用について制約を設けるこ

とが適切か否か、(ⅱ)仮にそれ

が適切として制度上いかなる方

法によるかについて、利害関係

者からの意見も踏まえつつ、さ

らに検討することが適当であ

る」としているところです。 

    全体 ・ 本調査研究会の第二次取りまとめ案（以下、本案）で示さ

れた内容は、放送事業者の経営の選択肢を拡大するための

ものであり、基本的には賛同いたします。 

 

・ ただし、本案の中で述べられているように、「多元性」、「多

様性」とならび、放送法及びその関係法令によって担保さ

れている放送の「地域性」は、地上ラジオ・テレビ放送の

根幹を成す重要な役割・要素であり、現在の「放送対象地

域」は、「地域社会の文化や歴史、県民意識の醸成等に深く

関わるとともに、住民の生命、財産等を守るための災害放

送の運用等に当たっての基本単位として機能」しています。

この基本的な考え方と整合しない制度整備の運用は避ける

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

新たな制度の運用等に関する

御意見については、放送の経営

基盤の強化に向けた制度を今後

具体化していく上での参考意見

と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

べきであり、本案で示された規制緩和はあくまで特例とし

て扱われるべき、と考えます。 

 

・ 今後、新たな制度整備の詳細を検討するにあたっては、地上

ラジオ・テレビ事業者の意見を十分くみ上げ、制度整備に反

映してもらえるよう望みます。 

（株式会社エフエム愛知） 
同旨：株式会社エフエム香川、株式会社エフエム熊本、株式会

社エフエム群馬、株式会社エフエム山陰、株式会社エフ

エム東京、株式会社エフエム徳島、広島エフエム放送株

式会社 

    全体 ・ ＡＭラジオ事業者は、放送設備の維持、更新に膨大な費用

がかかる一方、ラジオの広告市場は、漸減傾向に歯止めが

かからず、大変厳しい経営状況にあります。 

新たな制度整備による規制緩和により、更に経営上の選択

肢を広げ、経営基盤の強化につながる制度、方針を出して

いくことは、ＡＭラジオ事業者にとって必要な措置であり、

この度の基本的方向性については、基本賛成いたします。 

 

今後も、地域に密着したラジオの特性を生かしつつも、厳

しい経営環境の中で、ラジオ放送を維持、発展させるため

に必要な制度上の措置を講じていただきたいと考えます。 

 

また、今後の制度整備の検討においては、民放ラジオ事業

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

 

 

 

ラジオ放送に関する御意見に

ついては、今後の放送行政を推

進する上での参考意見と考えま

す。 

今後の制度整備の検討に関す
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

者、民放テレビ事業者の意見を十分汲み上げた、反映して

いただくことを希望いたします。 

（株式会社ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ） 

る御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

    全体 この研究会の基本的方向性は、放送事業者の経営の選択肢

を拡大するため、マスメディアの集中排除原則などの規制緩

和や新たな制度整備を構築していこうというものであると

理解しており、これを評価いたします。 

 

売上高がピーク時に比べ半減しているラジオ業界の切迫

した状況を的確に捉えられており、そのうえでテレビも含め

放送事業全般の将来性について不透明感が漂うとの見解も

同感であります。 

ただ、ラジオの実態や環境論は討議されている感がありま

すが、テレビについてはほとんど詳細な数字などが俎上にあ

がっておらず、唐突な感じもいたします。 

 

ラジオ媒体とテレビ媒体は、同じ地上放送とはいえ、似て

非なる特性を持ったメディアであります。個別に議論を積み

上げた上で、将来の為の制度設計と意見の集約を望みたいと

思います。 

（南海放送株式会社） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

 

 

 

 

テレビを新たな制度の対象と

することに関する御意見につい

ては、「①テレビを制度の対象と

することの是非」（14 ページ）で

述べているとおり、「今後行政に

おいて、(ⅰ)本制度のテレビへ

の適用について制約を設けるこ

とが適切か否か、(ⅱ)仮にそれ

が適切として制度上いかなる方

法によるかについて、利害関係

10 
 



No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

者からの意見も踏まえつつ、さ

らに検討することが適当であ

る」としているところです。 

    全体 ・ 経営環境の変化に対応するための規制緩和となる本取りま

とめには基本的に賛同する。 

・ 本取りまとめを受けた制度の具体化に際して、個別の放送

事業者の意見を聞き、反映する体制の構築を要望する。 

（株式会社テレビ東京） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
放送事業者からの意見聴取に

関する御意見については、放送

の経営基盤の強化に向けた制度

を今後具体化していく上での参

考意見と考えます。 

    全体 「事業者の自主自律的な取り組みによる地域性の確保」「経営

の合理化に取り組もうとする放送事業者が自発的に認定を受け

ることのできる「任意」の制度」が担保されるのであれば、第

２次取りまとめ（案）で示された規制緩和は、経営の選択肢拡

大につながり、経営の基盤強化に資するものであると考えます。 

従いまして本認定制度の申請要件、審査基準等は、放送事業

者の「自主自律的」かつ「自発的」判断が尊重されたものとな

るよう希望いたします。 

（株式会社文化放送） 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

    全体 本研究会において検討され、今回示された｢第二次取りまとめ

(案)｣は、民間放送を取り巻く厳しい経営環境の中、民間放送局

の事業再編検討に関しての方策（案）が提示されたものとして、

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

11 
 



No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

評価できるものと考えます。今回の「第二次とりまとめ（案）」

で示された「経営基盤強化計画の認定制度」（仮称）が、経営合

理化に取り組む放送事業者にとって有効な選択肢のひとつとな

り、民間放送局の経営の強靭化が実現されることを望みます。 

ラジオは、東日本大震災において「ファーストインフォーマ

ー（第一情報提供者）」として、いち早く災害情報を地域住民へ

提供し、地域住民の方々の安全・安心を確保する重要な役割を

果たしました。ラジオが、今後も、国民生活に欠かすことので

きないメディアであり続けるために、経営基盤の強化は必要不

可欠です。 

また今後、具体的な制度整備にあたっては、放送事業者の意

見を十分に聞き取り、規定の緩和、手続きの簡素化、地域の実

情等を勘案した柔軟な制度設計などを可能な限り検討し、放送

事業者の負担軽減に配慮していただくことを希望します。 

（株式会社アール・エフ・ラジオ日本） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
具体的な制度整備に関する御

意見については、放送の経営基

盤の強化に向けた制度を今後具

体化していく上での参考意見と

考えます。 

    全体 ・ 本案で示された「放送の経営基盤の強化に資する制度整備」

は、ラジオ放送事業者の経営の選択肢の拡大を目的にマス

メディア集中排除原則などの規制を緩和しようとするもの

であり、これまでラジオ単営事業者として、「既存地上ラジ

オ放送事業の厳しい経営環境」を踏まえ、地上ラジオ放送

に関して「テレビと同一基準とせずに、ラジオ事業に限定

した規制の撤廃をも含む大幅緩和の早期実現が必要」との

立場をとってきた当社としては、その方向性に賛成いたし

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

ます。 

・ 特に「異なる放送対象地域における（ラジオ）放送番組の

同一化」「ラジオ４波特例や認定放送持株会社制度における

１２地域特例の（ラジオの扱いの）弾力的運用」「（ラジオ）

放送番組の同一化が行われる複数の放送対象地域を併せて

一の放送対象地域と“みなす”こと等」については、「認定

制度の導入が前提」等、細部でのさらなる議論検討が必要

であるものの、今後の民放ラジオ事業者の「経営面の強靭

化」につながるものとして、賛同いたします。 

・ 尚、今後、新たな制度整備の各段階において、必要に応じ

て改めて意見を述べることとします。 

（株式会社ニッポン放送） 

    全体 総務省「放送政策に関する調査研究会」の第二次取りまとめ案

で示された「放送の経営基盤の強化に資する制度整備」は放送

事業者の経営の選択肢を拡大するため、マスメディア集中排除

原則などの規制を緩和しようとするものであり、新たな制度整

備による規制緩和の方向性に賛成します。 

（株式会社ＦＭ８０２） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

    全体 私たち民放労連は、総務省の「放送政策に関する調査研究会」

第二次取りまとめ案が提示している「放送の経営基盤の強化に

資する制度整備」について、地域における放送局の存在意義を

確保するために、規制緩和には反対する立場から、以下のとお

り意見を述べます。 

 

インターネットの普及や多チ

ャンネル化等、放送を取り巻く

社会環境の大局的な変化を見据

えれば、放送事業者による経営

の合理化等の早期かつ積極的な

取組を後押しする制度の導入に

13 
 



No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

 取りまとめ案が指摘するように、放送における広告収入の増

加の見通しは立ちにくく、デジタル化による競争激化など、放

送局の経営状態は決して楽観視できるものではないかもしれま

せん。しかし、各局の経営指標・財務データを見る限り、現状

では、民間放送業界は国内の一般企業の平均を大きく上回るよ

うな安定した経営状況の企業が多数を占めており、現段階で過

度の規制緩和を急ぐ必要性はまったく認められません。 

 デジタルメディアの多様な展開により、日常的に多様な情報

が氾濫している現代の日本において、東日本大震災のような非

常時はもちろんのこと、平常時においても、地域の生活圏に密

着した信頼できる情報が容易に入手できることがますます求め

られています。全国の県域・広域の放送局は、これまでにそう

した情報提供において、地域の視聴者・リスナーの期待に応え

ようと努力を続け、一定の力を発揮してきたものと評価できま

す。 

ところが、「放送番組の同一化による番組制作費の削減」など

という経営的効果を求めて「異なる放送対象地域における事業

再編」を進めることは、とくにローカル放送局の番組制作機能

を縮小させることになり、それは地域における放送局の存在意

義を大きく損なう恐れが強まることを意味するとともに、各局

の番組制作力そのものを減衰させることに他なりません。 

すでに「認定放送持株会社制度」の導入などにより、ただで

さえ東京キイ局への一極集中がこれまで以上に進行しようとし

より、放送が今後とも視聴者に

対する公共的役割を果たしてい

くことを可能とすることが重要

と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

ている中で、番組制作機能の縮小によりローカル放送局の存在

意義が損なわれるようなことになれば、かえって民放系列ネッ

トワーク全体の総合力を低下させ、放送に求められる社会的使

命を十分果たせなくなる恐れもあります。 

むしろ、視聴者・リスナーの期待に応えて、地域の放送局の

番組制作機能の充実のために、放送における表現の自由・番組

編集の自由を十分に保障しながら、放送の多元性・多様性・地

域性を堅持する方向での検討を、私たちは強く要望します。 

（日本民間放送労働組合連合会） 
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はじめに 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

   はじめに 2 ○ＮＨＫのインターネット活用業務は民間放送事業に大きく関

係することから、具体的な法律改正案などの作成にあたり、

民間放送事業者の意見を十分に聴取するよう要望します。 

 

○特に放送番組のインターネット同時配信や時差再生が可能な

インターネット配信については、ＮＨＫの本来業務の在り方

から逸脱するものであることから、これまで、あくまで特例

や検証作業として限定的に認められてきた経緯があります。 

 従って、今後、「包括的な「実施基準」」を総務大臣が認可す

る制度の具体的な検討に際しては、放送政策に関する調査研

究会での議論において、ＮＨＫが通常行う業務として相応し

いかどうかの指標とされた「公共性」、「番組補完」、「市場へ

の影響の度合い」の３原則が厳格に遵守されるような仕組み

となるよう要望します。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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第１章 検討の経緯 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

 １  検討の経緯 

及び 

おわりに 

3 

 

16 

○検討の経緯と結びの言葉に代表されるように、第二次取りま

とめ案において、地上基幹放送を国民生活に必要不可欠な基

幹メディアと位置づけ、その経営をより強固なものすること

を基本的な視座・目的とされていることを高く評価します。 

○上記の観点も踏まえ、「放送の経営基盤の強化に資する制度整

備」（以下、「新たな制度整備」）は、放送事業者の経営の選択

肢を拡大するため、マスメディア集中排除原則などの規制を

緩和しようとするものであり、「新たな制度整備」による規制

緩和の方向性に、基本的に賛成します。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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第２章 放送の経営基盤の強化に資する制度整備 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

 ２  異なる放送対

象地域におけ

る事業者同士

の事業再編 

 

異なる放送対

象地域におけ

る事業者同士

の事業再編 

4- 

 

 

 

 

9- 

経営基盤の強靭化という観点から、「異なる放送対象地域にお

ける事業者同士の事業再編」について言及し、その際に放送番

組の同一化により「地域性」が失われないかどうかが論点とな

っている。 
 県単位の地域情報の提供による「地域性」の確保も重要では

あるが、放送局（特にラジオ局）が経営困難を理由に放送中止

に追い込まれれば、エリア内の選択肢（放送局の数）が減り、

「多元性」が失われることになる。現状でも首都圏をはじめと

する大都市圏と、地方ではリスナーの選択肢に大きな差がある

が、これが拡大しないようにすることが重要である。 
 調査研究会の一次取りまとめ、2 次取りまとめ（案）とも短

波放送に関する記述はないが、全国放送である短波放送はすべ

ての都道府県において「もう 1 局」の選択肢をリスナーに提供

する役割を担っている。 
 2 次取りまとめ（案）は主として県域ラジオ局（AM、FM）

を念頭に、事業再編のあり方と、それを支える制度について検

討しているが、規制や制度の変更が、短波放送の経営基盤の強

化を妨げないよう期待する。 
 短波放送は全国放送であるため、テレビ、ラジオのあらゆる 
放送局と放送対象地域が重なる。これを理由に、マス排などの 
規制面で、他の放送局に比べ著しく不利な制約を受けることの 
ないよう配慮をお願いする。 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

（株式会社日経ラジオ社） 

 ２ １ 検討の基本的

方向性 

4-5 ・ 取りまとめ案で強調されているように、民間放送事業者の

経営環境は極めて厳しい状況にある。そうした中で事業再

編の選択肢を拡大するために、マスメディア集中排除原則

等の規制を緩和することには賛成する。一方で新しい制度

整備によって、放送事業の地域性、多様性が後退すること

は望ましくない。現在の県域免許やチャンネル数の目標等

の放送対象地域制度が形骸化しないよう、一定の歯止めも

必要だと考える。 

 

・ 現状に即した有効な制度とするために、制度検討において

は、民間のラジオ放送事業者、テレビ放送事業者の意見を

十分に聴取し、汲み上げるよう要望する。 

（株式会社東京放送ホールディングス） 

 御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

 ２ １（３） 制度の基本的

考え方 

5 ○放送法や基幹放送普及基本計画に基づく放送対象地域制度と

放送の地域性は、基幹メディアとしての地上テレビ放送の根

幹を成す重要な役割・要素であり、半世紀以上に亘る地上テ

レビ放送の経営・事業の在り方についても根底から位置づけ

ています。 

従って、今回、「新たな制度整備」を行うとしても、今後の詳

細な制度設計やその運用にあたっては、放送対象地域制度と

地域性の果たしている役割を毀損することがないよう慎重か

つ十全の配慮がなされるよう要望します。 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

「新たな制度整備」による規制緩和はあくまで特例として扱い、

放送対象地域制度の形骸化につながることがないように制度上

の措置が必要だと考えます。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

 ２ ３（１）ア 同一放送対象

地域における

事業者同士の

事業再編 

8 ＡＭ局のＦＭ補完の動きが別途ある中で、既存局の設備利用の

可能性もありますが、一般的には既に送信設備を所有している

同業他社(ラジオ局と仮定して)が再編統合をした場合 1 社 2 波

体制での放送では営業的なプラスアルファは考えづらく、制作

費削減などのコストメリットもあまり期待できません。管理部

門での若干の削減が可能なレベルで、元々小所帯の地方局にお

いては大きな「経営改善」に至らないと考えます。 

（南海放送株式会社） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（１）ア 同一放送対象

地域における

事業者同士の

事業再編 

8 「同一放送対象地域の事業再編の場合、中継局の共同建築等、

効率的な置局を行うことが容易になる」とありますが、事業再

編に際して親局を統合することにより経費削減効果が出る場合

もありますので、弾力的な運用を要望します。 

（株式会社ＦＭ８０２） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（１） 放送分野にお

ける事業再編

の特徴 

8-10 ・ 本案は「ア 同一放送対象地域における事業者同士の事業

再編」、「イ 異なる放送対象地域における事業者同士の事

業再編」の２つを挙げたうえで、後者のみを詳細に検討して

います。当連盟はかねて同一放送対象地域および異なる放送

対象地域における「マスメディア集中排除原則の緩和」を要

望してきたところであり、「ア 同一放送対象地域における

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

事業者同士の事業再編」に関しても十分に検討を深めるよう

要望します。 

（一般社団法人日本民間放送連盟） 

同旨：株式会社サガテレビ、株式会社テレビ岩手、株式会社宮

城テレビ放送、日本テレビ放送網株式会社 

 ２ ３（１） 放送分野にお

ける事業再編

の特徴 

8-10 ・放送の経営基盤の強化に向けた事業再編について「ア 同一

放送対象地域における事業者同士の事業再編」、「イ 異な

る放送対象地域における事業者同士の事業再編」の後者のみ

を詳細に検討していますが、「同一放送対象地域におけるマ

スメディア集中排除原則の緩和」も経営基盤強化に資するも

のと考えますので、規制緩和に向けた検討を進めるよう要望

いたします。 

（株式会社テレビ朝日） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（１）イ 異なる放送対

象地域におけ

る事業者同士

の事業再編 

9 「『異なる放送対象地域における事業再編』について、仮に放

送番組を同一化するならば、 

（ａ）放送番組の同一化による番組制作費の削減 

（ｂ）県境における中継局の重複が不要となるなど置局の効率

化 

（ｃ）マスター設備の統合の容易化 

といった効果が期待できることから、有効な事業再編手法の１

つになり得ると考えられる。」 

確かに「放送番組の同一化」や「置局の効率化」、「マスター

設備の統合」は、2局で 2チャンネル分制作する費用を 2局で 1

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

チャンネルにするのだから、コストの削減幅は大きくなるとし

ても、「放送番組の同一化」によって被支配局は編成権すらも失

われ、支配局の「中継局状態」になるのではないでしょうか。 

「放送番組の同一化」を認める事は、放送局が「地域の情報

を地域住民に伝える」という「公共的役割」を放棄し、地方局

の価値を否定する事に繋がりかねません。 

よって、地方局とその視聴者・聴取者の存在を否定し、コス

ト面だけを重視する、このような「暴挙」とも言える「取りま

とめ（案）」には反対致します。 

（個人①） 

 ２ ３（１）イ 異なる放送対

象地域におけ

る事業者同士

の事業再編 

9 異なる放送対象地域において放送番組の同一化をすることが可

能ならば、設備面や制作費面での削減効果は相当見込まれると

いう見解に賛同いたします。 

 

また、特定の一の者が複数のチャンネルを支配するものではな

いため多元性に与える影響は相対的に小さいとの考え方にも賛

同いたします。 

 

この場合に、地域性についての影響(地域情報のバランス)を懸

念する意見が述べられていますが、それ以前に現行ラジオの自

社制作率を問題にすべきと考えます。弊社は自社制作を重視し

ていますが、多くのラジオ放送事業者は制作コストを抑えるた

めに自社制作率を低減させる方向を取ってきました。 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 

 

 

 

放送番組の自社制作等に関す

る御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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県域放送に限っていえば人口の集中する地域の情報が増えるの

は当たり前で、県内においても他地域の情報確保は課題となっ

ています。 

その解決方法は、地域から信頼されている実績を壊さない矜持

や制作者のジャーナリステックな広い視野を堅持することにあ

りますが、トータルに自社制作率を落とさない事も大切なポイ

ントと考えます。 

 

今後、異なる放送対象地域における事業者同士の事業再編にお

いては、その際のあるべき自社制作に対する基本的な考え方に

ついて各社から意見聴取をする必要があると考えます。 

又、地域をまたいだ視聴者の獲得による市場拡大効果にも期待

する・・とありますが、全国規模の放送エリアでなく地方区分

の準広域エリアではナショナルスポンサーの出稿増には繋がり

づらいのが現状です。 

（南海放送株式会社） 

 ２ ３（１）イ 異なる放送対

象地域におけ

る事業者同士

の事業再編 

9-10 ・放送番組の同一化により、各対象地域で培われた制作ノウハ

ウの結集による番組の質の充実と番組制作費の削減、さらに地

域をまたいだ視聴者の獲得による市場拡大効果などが期待され

る――としています。実際に番組の制作と販売を行っている事

業者・経営者としては「果たして本当に、経費削減と売り上げ

増につながるのか」、とも考えます。論理・理論と実務は違うか

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

なと思う部分もありますが、将来に向けて改革であり規制緩和

されることには、賛意を示させていただきます。 

（株式会社和歌山放送） 

 ２ ３（２）ア 放送対象地域

制度に関する

特例 

10-11 経営の合理化等に積極的に取り組もうとする放送事業者のため

に、放送対象地域を基礎とした現行の諸規定のうち、放送番組

の同一化を前提としていない規定の適用の弾力化(規制緩和)を

図るという考え方に賛同評価いたします。 

（南海放送株式会社） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 

 ２ ３（２）イ

（ア） 

代替的措置の

必要性 

10-11 代替的措置は必要との意見に賛同いたします。前述しましたよ

うに代替的措置のひとつとして「自社制作枠の拡大」という方

法論について、各社からの聞き取り調査をお願いしたいと思い

ます。 

（南海放送株式会社） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

代替的措置の方法に関する御

意見については、放送の経営基

盤の強化に向けた制度を今後具

体化していく上での参考意見と

考えます。 

 ２ ３（２）イ 地域性確保の

ための代替的

措置 

11 放送番組の同一化は有効な事業再編手法の１つとなり得ると

考えられるが、一方で、異なる放送対象地域に放送番組の同一

化を行った場合、地方の放送事業者にとって、今までと同様に

放送地域の住民のニーズを満たすことは難しいと考えます。「放

送番組の同一化」との両立が可能な「地域性確保」のための具

体的な措置（代替的措置）については慎重に検討すべきです。 
（株式会社テレビ金沢） 

御意見については、「（イ）

地域性確保の在り方」（11ペー

ジ）で述べているとおり、「い

かなる手法により地域性を確保

するかについては、行政が画一

的な基準を提示するよりも、各

地域の実情や経営状態等を踏ま
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

えた、事業者の自主自律による

取組をできるだけ認めていくこ

とが望ましい」としているとこ

ろです。 

 ２ ３（２）イ 地域性確保の

ための代替的

措置 

11 これからも放送番組は地域に根差した文化を支える重要な役

割を担い続けるものと考えます。こうした地域性の確保と、放

送番組の同一化とをどう両立させていくのかについては、引き

続き慎重に検討する必要があると考えます。 
（朝日放送株式会社） 

御意見については、「（イ）

地域性確保の在り方」（11ペー

ジ）で述べているとおり、「い

かなる手法により地域性を確保

するかについては、行政が画一

的な基準を提示するよりも、各

地域の実情や経営状態等を踏ま

えた、事業者の自主自律による

取組をできるだけ認めていくこ

とが望ましい」としているとこ

ろです。 

  ３（２）イ 地域性確保の

ための代替的

措置 

11 ・本案本項目には、「いかなる手法により地域性を確保するかに

ついては、行政が画一的な基準を提示するよりも、各地域の実

情や経営状態等を踏まえた、事業者の自主自律による取組みを

できるだけ認めていくことが望ましい。」とありますが、地上放

送事業者は自らの使命と存在価値を十分理解し、常に視聴者ニ

ーズに従って地域性を意識した番組づくりを行うものであり、

本特例の認定を受けた場合も、地域性確保の措置については、

事業者の自主自立による取組にまかせることが適当と考えま

 御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 
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す。 
（株式会社エフエム愛知） 
同旨：株式会社エフエム香川、株式会社エフエム熊本、株式会

社エフエム群馬、株式会社エフエム山陰、株式会社エフ

エム東京、株式会社エフエム徳島、株式会社東京放送ホ

ールディングス、南海放送株式会社、広島エフエム放送

株式会社 

  ３（２）イ 地域性確保の

ための代替的

措置 

11 ・本案にあるように、「「放送番組の同一化」は有効な事業再

編手法のひとつになり得ると考えられる一方で、住民の地域

情報へのニーズがほとんど無視されるといった事態が懸念さ

れ、地域住民の当該地域情報へのニーズを満たすことが（地

上ラジオ）放送の公共的役割の一つであることを踏まえれば、

このような事態は避けられなければならない」としている点

については大いに賛同します。 

・この懸念を払拭するためには、当該（地上ラジオ）放送事業

者の自主自律による取組を前提としながら、より地域に密着

したメディアである「コミュニティＦＭ放送」との連携を日

常的に強化することも一つの有効な方策であり、この「連携」

を強化前進させるために、現在の「地上ラジオ放送のコミュ

ニティＦＭ放送への出資制限の撤廃等」の規制緩和の早期実

現を、今後の検討に加えていただけるよう強く要望します。 

（株式会社ニッポン放送） 

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
 
 
 
 
 「地上ラジオ放送のコミュニ

ティＦＭ放送への出資制限の撤

廃等」の規制緩和に関する御意

見については、今後の放送行政

を推進する上での参考意見と考

えます。 
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 ２ ３（４）ア

（ア） 

認定の対象・要

件 

12 ○第二次取りまとめ案では、総務大臣が認定するとだけしか記

されておらず、認定要件や基準などが示されていません。認

定制度に限らず、この取りまとめ案では「新たな制度整備」

の大枠のみが示され、申請要件や審査基準など具体的な制度

内容が示されていません。 

今後、取りまとめ案を受け、行政において放送法改正や省令

作成なども含め、制度の設計や運用に係る具体的な検討が行

われるものと思われますが、行政による恣意的な運用を排除

するため、早期に具体的な要件や基準などが示されるべきで

す。 

また、「新たな制度整備」本来の目的から逸脱した利用を未

然に防止するなどのためにも、制度の透明性と公正性を確保

する措置を取るべきと考えます。 

○このような具体的な制度整備の詳細を検討するに際しては、

放送事業者の意見を十分に汲み上げ、反映すべきです。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（４）ア 「経営基盤強

化計画の認定

制度」（仮称）

の導入 

12-13 ・ 放送事業者が経営合理化への早期かつ積極的な取り組みを

内容とする「経営基盤強化計画」（仮称）を作成し、総務大

臣が認定するという新たな「認定制度」が提言されています。

本「認定制度」が導入される場合には、申請手続きや提出資

料が放送事業者の過度な負担にならないようにすべきと考え

ます。 

（一般社団法人日本民間放送連盟） 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

27 
 



No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

同旨：株式会社エフエム愛知、株式会社エフエム香川、株式会

社エフエム熊本、株式会社エフエム山陰、株式会社エフ

エム東京、株式会社エフエム徳島、株式会社サガテレビ、

株式会社テレビ朝日、株式会社テレビ東京、株式会社東

京放送ホールディングス、株式会社南海放送、株式会社

毎日放送、株式会社宮城テレビ放送、株式会社和歌山放

送、日本テレビ放送網株式会社、広島エフエム株式会社 

 ２ ３（４） 具体的提言 13 本件取りまとめ案第２章３（４）は、「経営基盤強化計画の認

定制度」を導入するとしていますが、反対です。 

私の意見では、放送において地域性を確保することや、集中

を排除して多様な放送事業者による表現の自由を確保すること

は、放送における最も重要な価値であり、経営の合理化は、こ

れらの価値を実現するために奉仕するものに過ぎないと思いま

す。 

 それにもかかわらず、同制度は、経営の合理化のために地域

性や集中排除を放棄するものであって、主客が転倒していると

思います。 

 思うに、このような制度を設けようとする思考は、コストの

削減を重視するあまり過度の価値の減少をもたらしてしまうデ

フレ思考の典型だと思います。このような思考は、同章１（１）

において、現在せっかく国民の経済心理が改善して景気が回復

基調となっているにもかかわらず、悲観的な見通しを述べてこ

のような心理に水を差す記述がなされていることからも、明ら

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度に関

する今後の検討の参考意見と考

えます。 
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かだと思います。 

 よって、前記のとおり、同制度の導入に反対です。 

（個人②） 

 ２ ３（４）ア

（イ） 

認定の効果 12-13 ・ 新たな認定制度の「認定の効果」に関し、「上記のほか、

例えば、基幹放送局の再免許の際に『経理的基礎』審査を緩

和する効果を与えることその他必要な特例措置を講ずること

について、行政において検討することも考えられる」とされ

ています。より多くの「認定の効果」が受けられるよう、幅

広く検討されるよう要望します。 

（一般社団法人日本民間放送連盟） 

同旨：株式会社サガテレビ、株式会社ＴＢＳラジオ＆コミュニ

ケーションズ、株式会社テレビ朝日、株式会社テレビ岩

手、株式会社南海放送、株式会社毎日放送、株式会社宮

城テレビ放送、株式会社和歌山放送、日本テレビ放送網

株式会社 

  御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（４）ア

（エ） 

留意点 

 

13 ・ 本案が当該箇所で示した、「本『認定制度』は、経営の合

理化に取り組もうとする放送事業者が自発的に認定を受ける

ことのできる『任意』の制度であり、その認定の効果（特例）

は、認定を受けた者に限り適用されるものである。放送事業

の本質は、設備や資金だけでなく、放送に携わる者一人一人

の矜持・意欲、地域社会からの信頼感といった、経営指標な

どの数字には現れてこない『無形の財産』が不可欠である。

これらに与える個別具体の影響を推し量ることのできない行

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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政が、画一的に経営合理化を『強いる』ことは適切でない。

経営合理化するかしないか、するとしてどのような経営合理

化を行うかは、一義的にまずは事業者が自ら判断し、自らの

意思と責任の下で進めていくべき問題であると考える」との

考え方は極めて妥当であり、新たな制度整備および制度運用

の原則となるものと考えます。 

（一般社団法人日本民間放送連盟） 

同旨：株式会社サガテレビ、株式会社テレビ朝日、株式会社毎

日放送、株式会社和歌山放送、南海放送株式会社 

 ２ ３（４）ア

（エ） 

留意点 

 

13 ・ 本案が当該箇所で示した、「本『認定制度』は、経営の合

理化に取り組もうとする放送事業者が自発的に認定を受ける

ことのできる『任意』の制度であり、その認定の効果（特例）

は、認定を受けた者に限り適用されるものである。放送事業

の本質は、設備や資金だけでなく、放送に携わる者一人一人

の矜持・意欲、地域社会からの信頼感といった、経営指標な

どの数字には現れてこない『無形の財産』が不可欠である。

これらに与える個別具体の影響を推し量ることのできない行

政が、画一的に経営合理化を『強いる』ことは適切でない。

経営合理化するかしないか、するとしてどのような経営合理

化を行うかは、一義的にまずは事業者が自ら判断し、自らの

意思と責任の下で進めていくべき問題であると考える」との

考え方は極めて妥当であり、新たな制度整備および制度運用

の原則となるものと考えます。また、同時に、１３ページの

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「留意点」で示された考え方
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

「留意点」で示された考え方が、実際の制度上でも担保され

るよう、放送法及び関連の法令上での明示を要望します。 

（日本テレビ放送網株式会社） 

同旨：株式会社テレビ岩手、株式会社宮城テレビ放送 

の制度的担保に関する御意見に

ついては、放送の経営基盤の強

化に向けた制度を今後具体化し

ていく上での参考意見と考えま

す。 

 ２ ３（４）ア

（エ） 

留意点 

 

13 ・従来より示されてきた規制緩和制度等を活用した放送事業者

の再編等の取り組みは、あくまで放送事業者が自発的に活用

する任意のものであり、本案で言及されている「行政が画一

的に経営合理化を『強いる』ことは適切でない」との考え方

は妥当であり、新たな制度整備および制度運用の原則となる

ものと考えます。一方、この制度を利用して再編を進めた結

果、放送の「多元性」、「多様性」、「地域性」が損なわれ

ることがないよう、配慮されるべきと考えます。 

（株式会社エフエム愛知） 

同旨：株式会社エフエム香川、株式会社エフエム熊本、株式会

社エフエム山陰、株式会社エフエム東京、株式会社エフ

エム徳島、広島エフエム放送株式会社 

  今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
 
 

放送の「多元性」、「多様性」、

「地域性」に関する御意見につ

いては、放送の経営基盤の強化

に向けた制度を今後具体化して

いく上での参考意見と考えま

す。 

 ２ ３（４）ア

（エ） 

留意点 13 ○放送事業者の申請に基づく「任意の制度」を担保する上でも、

当該考え方は極めて妥当であると考えます。また、この考え

方は、今回の新たな制度整備および制度運用の原則となるも

のと考えます。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

 今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13 ラジオ放送と大きな公共的役割を求められている地上テレビ放

送を比較した場合、経営体制をはじめ、系列局との関係、放送

設備の形態などに違いがあり、同じ論点で考えることは難しい

と考えます。 
（株式会社テレビ金沢） 

御意見については、「①テレビ

を制度の対象とすることの是

非」（14ページ）で述べていると

おり、「今後行政において、(ⅰ)

本制度のテレビへの適用につい

て制約を設けることが適切か否

か、(ⅱ)仮にそれが適切として

制度上いかなる方法によるかに

ついて、利害関係者からの意見

も踏まえつつ、さらに検討する

ことが適当である」としている

ところです。 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13 ・「制度設計の段階ではテレビ・ラジオのメディアを問わず本

『認定制度』の対象とすることが適当、との議論が本研究会

では有力であった」としていますが、「第一次取りまとめ」

では、「ラジオの経営基盤の強靭化に関する新たな制度整備

については、…本研究会において引き続き検討を行う」と明

記されている一方、テレビについての言及はなく、地上テレ

ビ放送を対象としていることについては唐突感があります。 

・新たな制度整備の詳細を検討するにあたっては、放送事業者

の意見を十分に汲み上げ、反映していただきたいと考えます。 

（株式会社テレビ朝日） 

 御意見については、「①テレビ

を制度の対象とすることの是

非」（14ページ）で述べていると

おり、「今後行政において、(ⅰ)

本制度のテレビへの適用につい

て制約を設けることが適切か否

か、(ⅱ)仮にそれが適切として

制度上いかなる方法によるかに

ついて、利害関係者からの意見

も踏まえつつ、さらに検討する

ことが適当である」としている
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

ところです。 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13 放送業界を成熟期の産業と捉え、ラジオのみならずテレビにつ

いても今後経営環境が厳しさを増すことが十分予想されると

いう考え方に賛同いたします。 

ただ、経営の切迫度や社会的影響力等の点においてはテレビと

ラジオを同列に論じることは慎重を要すると考えます。 

この点については今後の調査研究会などにおいて、各社からの

事情聴取などの機会を持ちつつ検討を加えることが適当と考

えます。 

（南海放送株式会社） 

御意見については、「①テレビ

を制度の対象とすることの是

非」（14ページ）で述べていると

おり、「今後行政において、(ⅰ)

本制度のテレビへの適用につい

て制約を設けることが適切か否

か、(ⅱ)仮にそれが適切として

制度上いかなる方法によるかに

ついて、利害関係者からの意見

も踏まえつつ、さらに検討する

ことが適当である」としている

ところです。 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13 制度の運用に関しては慎重に検討することを要望する。 

（株式会社テレビ東京） 

御意見については、「①テレビ

を制度の対象とすることの是

非」（14ページ）で述べていると

おり、「今後行政において、(ⅰ)

本制度のテレビへの適用につい

て制約を設けることが適切か否

か、(ⅱ)仮にそれが適切として

制度上いかなる方法によるかに

ついて、利害関係者からの意見

も踏まえつつ、さらに検討する
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

ことが適当である」としている

ところです。 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13 本研究会による第一次とりまとめでは、「ラジオの経営基盤の強

靭化に関する新たな制度整備については、…この第一次取りま

とめの後、本研究会において引き続き検討を行う」と明記され

ています。 

しかしその後、放送事業者への意見聴取は行われていない状況

では、地上テレビ放送を制度の対象とすることについての議論

が充分に尽くされたとはいえず、さらなる検討が必要であると

考えます。 

「利害関係者からの意見も踏まえつつ、さらに検討することが

適当」とされていることに賛成します。 

（朝日放送株式会社） 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

 ２ ３（４）イ① テレビを制度

の対象とする

ことの是非 

13-14 本制度は、ラジオ・テレビの区別による制限を設けることなく、

すべての放送事業者等が活用できる制度とすることが適切と考

えます。 

（株式会社フジ・メディア・ホールディングス、株式会社フジ

テレビジョン） 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

 ２ ３（４）イ③ 放送事業者の

経営状況によ

って制度の活

用に制限を加

えるか 

14-15 「『今は経営が悪くない』ことをもって画一的に制度の活用から

排除するような制度設計とすることは適切でない」との考え方

に賛同します。本制度の対象範囲・条件はできる限り狭めず、

事業者が、時々の状況に応じて柔軟に対応できる制度となるよ

う要望します。 

今般の意見募集に係る第二次

取りまとめ（案）の該当の記述

に関する賛成意見と考えます。 

新たな制度の対象範囲等に関

する御意見については、放送の
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

（株式会社フジ・メディア・ホールディングス、株式会社フジ

テレビジョン） 

同旨：株式会社東京放送ホールディングス 

経営基盤の強化に向けた制度を

今後具体化していく上での参考

意見と考えます。 

 ２ ３（４）イ 制度の具体化

に向けた検討

課題 

13-15 ○第二次取りまとめ案で述べられているように、検討会の議論

でも多種多様な意見があり、制度の在り方については継続的

な検討課題が数多く残されています。 

 特に地上テレビ放送については議論も整理も不十分なまま行

政に検討が委ねられており、唐突の感が否めません。今後、

関係者や有識者も交えての慎重且つ十全な検討と議論が行わ

れることを強く要望します。 

 その際、特に留意点として、今回の特例措置を適用すること

によって、当該放送対象地域に存在する他の放送事業者が影

響を受けることがないよう、民間企業の経営競争の公平性が

きちんと担保される制度設計をすべきだと考えます。 

（讀賣テレビ放送株式会社） 

テレビを制度の対象とするこ

とに関する御意見については、

「①テレビを制度の対象とする

ことの是非」（14ページ）で述べ

ているとおり、「今後行政におい

て、(ⅰ)本制度のテレビへの適

用について制約を設けることが

適切か否か、(ⅱ)仮にそれが適

切として制度上いかなる方法に

よるかについて、利害関係者か

らの意見も踏まえつつ、さらに

検討することが適当である」と

しているところです。 

経営競争の公平性に関する御

意見については、放送の経営基

盤の強化に向けた制度を今後具

体化していく上での参考意見と

考えます。 
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おわりに 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

   おわりに 16 経営基盤強化は放送事業者自身の判断で行うべきであり、経営

合理化を強制する制度とならないよう、具体化に際して十分な

配慮を求める。 

（株式会社テレビ東京） 

御意見については、放送の経

営基盤の強化に向けた制度を今

後具体化していく上での参考意

見と考えます。 

なお、「（エ）留意点」（13

ページ）で述べているとおり、

「経営合理化をするかしない

か、するとしてどのような経営

合理化を行うかは、一義的にま

ずは事業者が自ら判断し、自ら

の意思と責任の下で進めていく

べき問題であると考える」とし

ているところです。 
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その他 

No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

     ・ 総務省「放送政策に関する調査研究会」第一次取りまとめを受け、

現在、行政において①外国人向けテレビ国際放送、②認定放送持株

会社とマスメディア集中排除原則、③ＮＨＫのインターネット活用

業務の３点について法改正の準備が進められています。これら３点

はいずれも民間放送事業に大きく関係するものですので、具体的な

法律改正案などの作成にあたり、民放事業者の意見を十分に聴取す

るよう要望します。また、当連盟が平成25年３月27日開催の同研究

会ヒアリングでマスメディア集中排除原則等の緩和について要望

し、第一次取りまとめで引き続き検討とされた項目については、可

能な限り速やかに規制緩和の方向で検討されることを強く要望し

ます。 

・ ケーブルテレビによる地上テレビ放送の再放送に関し、大臣裁定

制度の今日的意義などをレビューし、法改正を含む抜本的な制度改

正を行うよう要望します。「放送政策に関する調査研究会」を継続

するのであれば、今後の検討課題に加えていただくようお願いしま

す。 

・ 大臣裁定制度は 28年前に同制度が導入された当時のケーブルテ 

レビの規模が非常に小さかったことから、区域外再放送によって地 

上テレビ放送の地域免許制度の形骸化は起こらないという前提で 

導入されたものです。ケーブルテレビが全世帯の半数を超えて普及 

し、ケーブルテレビの大規模化がより進みつつある現在、大臣裁定 

制度の立法事実はすでに失われています。大臣裁定制度は憲法第 21 

条の「表現の自由」に基づく地上テレビ放送事業者の「番組編集上 

 御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

の意図」（自らの放送対象地域外で表現しない自由）を制約するも 

のであり、また、著作権法に基づく地上テレビ放送事業者の著作権 

及び著作隣接権とも整合がとれません。 

（一般社団法人日本民間放送連盟） 

同旨：朝日放送株式会社、株式会社サガテレビ、株式会社テレビ朝日、

株式会社テレビ岩手、株式会社毎日放送、株式会社宮城テレビ

放送、日本テレビ放送網株式会社、讀賣テレビ放送株式会社、 

 ２  マスメディア

集中排除原則 

 

マスメディア

集中排除原則

に関する特例

の考え方 

 

マスメディア

集中排除原則

の更なる特例 

6- 

 

 

11- 

 

 

 

 

12- 

1次取りまとめ（案）に対しても意見を提出したが、「特別地上基幹

放送事業者」に関するマス排の規制緩和を重ねて要望する。 

ラジオのマス排については、平成２３年６月に改正（規制緩和）が

行われ、いわゆる「ラジオ 4波特例」が導入された。この改正の特徴

は①基幹放送事業者のうちテレビとラジオを区別し、ラジオについて

はテレビ以上に規制を緩和する②マス排は放送対象地域が重なる場

合、重ならない場合で規制内容を区別していたが、ラジオ局について

は地域が重なる、重ならないを問わず、同一の扱いとする――の 2点。

これにより具体的には、ラジオ４局子会社化、およびテレビ１局＋ラ

ジオ４局の子会社化が可能となった。 

「特定地上基幹放送事業者」に関する規制（※注参照）では、ラジ

オ局が特定地上基幹放送事業者に当たる場合であっても、テレビと同

様、放送対象地域の重複を理由に制限を受ける。平成 23年のラジオ

のマス排規制緩和の趣旨に沿って、この規制も緩和するよう要望す

る。 

（※注）放送法施行規則第２０７条１項「ある一の者が、認定放送

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

持株会社の議決権を 10％超から 30％以下の範囲で保有し、そしてそ

の子会社である放送局の放送対象地域と重複する放送対象地域にお

いて放送する地上基幹放送事業者（「特別地上基幹放送事業者」とい

う。）の議決権を保有するときには、その割合は 10％を超えてはなら

ない」 

（株式会社日経ラジオ社） 

     弊社は、ラジオ媒体は「地域に一番近い、肌によりそうメディア」で

あることを共通認識に、この良さをテレビに活かすべくインターネッ

トも含めたクロスメディアの推進によって、ステーションイメージを

確立するという考えで、ラジオの新たな価値創出に向かっておりま

す。 

 

「放送政策に関する調査研究会」において制度整備の面から経営のひ

っ迫したラジオ放送事業者のために真摯な討論や検討を継続してい

ただいていることを心強く感じております。 

 

ただ、地域ごとにそれぞれの違った事情や環境があることも事実で

す。国民の安心・安全に寄与する放送事業の安定継続の為、こうした

パブコメ(意見募集)や放送事業者からの意見聴取の機会をさらに増

やしていただき、新たな制度整備をご検討くださることを望みます。 

（南海放送株式会社） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 
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No. 章 項 項目 頁 提出された意見（提出者名） 意見に対する研究会の考え方 

     意見提出の機会を頂き、ありがとうございます。個人の意見です。 

 

放送の経営が厳しい現状が丁寧に説明されている点は理解できまし

たが、それを延命しようという方策しか書かれていないように見受け

られ、納得ができません。 

電波資源が逼迫していることは言うまでも無く、特に地上テレビ局は

通信に使いやすい周波数で競合しています。ビジネス的に成り立たな

い局・社の退場スキームについても検討し、700MHz帯の通信への開放

を進めることについても検討を進めて頂きたいと存じます。これに

は、FCC で検討されている撤退社へインセンティブを与える電波逆オ

ークションも含まれます。 

（個人⑥） 

御意見については、今後の放

送行政を推進する上での参考意

見と考えます。 

※ この他にも、放送局の偏向報道の是正を求める意見等が提出されましたが、今回の意見募集の対象と直接関係のない御意見であると考えます。 
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